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                     貸   借   対   照   表  

     (平成20年3月31日現在)  (単位:百万円)
科          目 金    額 科          目 金    額 

   ( 資 産 の 部 )   ( 負 債 の 部 ) 
流  動  資  産 92,614 流  動  負  債 73,493 

    現 金 及 び 預 金  9,438     支    払    手    形 3,088 

    関 係 会 社 預 け 金 14,490     買       掛       金 18,176 

    受    取    手    形           2,449    短 期 借 入 金 23,500 

売       掛      金 29,199     未       払       金 281 

  売 掛債権信 託受益 権 1,156     未    払    費    用 26,242 

    商                品 509     未 払 法 人 税 等           182 

    製                品 7,271     未 払 事 業 所 税           181 

    原       材       料 4,273     前       受       金 1,385 

    仕       掛       品 937     預       り       金   431 

    貯       蔵       品 853     そ       の       他 24 

    前       渡       金 16,542 固  定  負  債 28,523 

    前    払    費    用 2,906 社                債 15,000 

    関 係会社短 期貸付 金 1,339   長 期 借 入 金 4,000 

    従 業 員 短 期 貸 付 金 7   関 係 会 社 長 期 借 入 金 1,218 

    未 収 入 金 414     繰 延 税 金 負 債 1,363 

    そ       の       他 861     退 職 給 付 引 当 金 5,894 

    貸 倒 引 当 金           △37     役 員退職慰 労引当 金 53 

117,453     そ       の       他 992 固  定  資  産 
  有 形 固 定 資 産 57,802 負   債     合     計  102,016 

    ｱ ﾐ ｭ ｰ ｽ ﾞ ﾒ ﾝ ﾄ施 設 機 器 12,713  ( 純 資 産 の 部) 
    建                物 11,413 114,332 株 主 資 本
    構       築       物 173 資 本 金 60,000 

    機    械    装    置 25 資 本 剰 余 金 65,943 

    車 輌 運 搬 具           0     資 本 準 備 金           2,171 
    工 具 器 具 備 品           2,645   そ の 他 資 本 剰 余 金 63,772 
    土 地 30,805 利 益 剰 余 金 △11,611 
  建 設 仮 勘 定 24   利 益 準 備 金 1,996 
  無 形 固 定 資 産 3,495    そ の 他 利 益 剰 余 金 △13,607 
    借       地       権 1,461    繰 越 利 益 剰 余 金 △13,607 
    ソ フ ト ウ ェ ア           1,531 評 価 ・換 算 差 額 等 △6,280 
    電 話 加 入 権 136 土 地 再 評 価 差 額 金 △6,980 
    そ       の       他 366 その他有価証券評価差額金 702 
  投 資 そ の 他 の 資 産 56,155 繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △2 
    投 資 有 価 証 券 7,660   

  関 係 会 社 株 式 27,436   

  長 期 貸 付 金 1,466   

  関 係 会 社 長 期 貸 付 金 7,308   

従 業 員 長 期 貸 付 金 60   

    固 定 化 営 業 債 権 4,750   

    長 期 前 払 費 用           141   

    敷 金 保 証 金           16,666   

    そ       の       他 2,001   

    貸 倒 引 当 金           △6,767   

    投 資 損 失 引 当 金 △4,569 純    資    産    合   計  108,051 

資     産     合      計 210,068 負 債 及 び 純 資 産 合計 210,068 

                        

    （注）記載金額は､ 百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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                       損  益  計  算  書 

                               自 平成 19 年 4 月 1 日 

                               至 平成 20 年 3 月 31 日        

（単位：百万円） 

科            目 金       額 

Ⅰ   売上高   187,019

Ⅱ  売上原価   166,834

    売上総利益   20,184

Ⅲ  販売費及び一般管理費   42,265

    営業損失   22,080

Ⅳ  営業外収益     

    受取利息 635

    受取配当金 269

    投資事業組合利益 222

    その他 735 1,862

Ⅴ  営業外費用 

    支払利息 314

   社債発行費 252

   為替差損 956

    貸倒引当金繰入額 605

   店舗解約違約金 1,058

    その他 877 4,065

    経常損失 24,283

Ⅵ  特別利益 

   前期損益修正益 513

    投資有価証券売却益 1,196

    貸倒引当金戻入益 179

   投資損失引当金戻入益 1,300

   関係会社清算益 1,271

    その他 575 5,036

Ⅶ  特別損失 

   前期損益修正損 90

    固定資産除却損 1,023

    固定資産売却損 175

    減損損失 4,554

    投資有価証券評価損 100

    関係会社株式評価損 1,510

   複合施設開発中止に伴う損失 5,580

   希望退職関連費用 2,655

    その他 3,037 18,726

  税引前当期純損失 37,973

   法人税、住民税及び事業税 313

    当期純損失 38,287

（注）記載金額は､ 百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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株主資本等変動計算書 
自 平成 19 年 4 月 1 日 

                               至 平成 20 年 3 月 31 日  

（単位：百万円） 

株主資本 

資本剰余金 利益剰余金 

その他 

利 益 

剰余金 

 

資本金 資 本 

準備金 

その他

資 本

剰余金

資 本

剰余金

合 計

利 益

準備金 繰 越 

利 益 

剰余金 

利益 

剰余金合

計 

株主資本 

合計 

前期末残高 60,000 2,171 63,772 65,943 1,996 25,203 27,200 153,144

当期変動額     

当期純損失 ―  ― ― ― ― △38,287 △38,287 △38,287

土地再評価差額金

取崩額 
― ― ― ― ― △524 △524 △524

株主資本以外の項

目の当期変動額

（純額） 

― ― ― ― ― ― ― ―

当期変動額合計 ― ― ― ― ― △38,811 △38,811 △38,811

当期末残高 60,000 2,171 63,772 65,943 1,996 △13,607 △11,611 114,332

 

評価・換算差額等  

土地再評

価差額金 

その他有

価証券評

価差額金

繰延 

ヘッジ 

損益 

評価・換

算差額等

合計 

純資産合計 

前期末残高 △7,505 1,330 △17 △6,192 146,951 

当期変動額   

当期純損失  ― ― ― ― △38,287 

土地再評価差額金

取崩額 
 ― ― ― ― △524 

株主資本以外の項

目の当期変動額

（純額） 

524 △627 14 △88 △88 

当期変動額合計 524 △627 14 △88 △38,900 

当期末残高 △6,980 702 △2 △6,280 108,051 

 

（注）記載金額は､ 百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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個 別 注 記 表 
 

1.重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 

(1)資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券の評価基準及び評価方法 

  子会社株式および関連会社株式…移動平均法による原価法 

  その他有価証券 

    時価のあるもの…期末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処

理し､売却原価は移動平均法により算定) 

    時価のないもの…移動平均法による原価法 

なお、投資事業有限責任組合およびこれに類する組合への出資（金融商品取引

法第２条第２項により有価証券とみなされるもの）については、組合契約に規

定される決算報告日に応じて入手可能な決算書を基礎として持分相当額を純

額で取り込む方法によっております。  

 

②たな卸資産の評価基準及び評価方法…移動平均法による原価法 

 

③デリバティブ等の評価基準及び評価方法…時価法 

 

(2)固定資産の減価償却の方法 

①有形固定資産・・・・・・・・・・定率法 

  ただし､平成10年4月1日以降取得した建物(建物附属設備は除く)については定額法によっており

ます｡ 

  定期借地権契約による借地上の建物・構築物については､ 耐用年数を定期借地権の残存期間､ 残存

価額を零とした定額法によっております。 

②無形固定資産・・・・・・・・・・定額法 

  なお､ ソフトウェアについては、社内における利用可能期間(5 年)に基づく定額法によっておりま

す｡ 

 

(3)繰延資産の処理方法  

 社債発行費は支出時に全額費用として処理しております。 

 

(4)引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損失に備えるため､ 一般債権については貸倒実績率により､ 貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を検討し､ 回収不能見込額を計上しております｡ 

 

②投資損失引当金 

  関係会社への投資に対する損失に備えるため､ その財政状態等を勘案し､ 必要額を計上しており

ます｡ 

 

③退職給付引当金 

  従業員への退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務および年金資産の見込額に基づき､ 

当期末において発生していると認められる額を計上しております｡なお､ 数理計算上の差異について

は､ その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10 年)による按分額をそれぞれ発生

の翌期から定額法により費用処理することとしております｡ 

  また、過去勤務債務については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10

年）による按分額を定額法により費用処理することとしております。 
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④役員退職慰労引当金 

  役員に対する退職慰労金の支給に備えるため､内規に基づき、当期末における要支給額を計上して

おります｡ 

  

(5)リース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております｡ 

 

(6)ヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、特例処理の要件を満たす金利スワップについては特例

処理を採用しております。 

②ヘッジ手段 

 金利スワップ 

③ヘッジ対象 

  投資有価証券、借入金 

④ヘッジ方針 

 ヘッジ取引の目的は、ヘッジ対象である投資有価証券及び借入金の金利変動リスクを回避すること

としております。 

 

(7)消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております｡ 

 

 

2.会計方針の変更 

(1) 固定資産の減価償却の方法の変更  

当期より、平成19年度の法人税法の改正（「所得税法等の一部を改正する法律」（平成19年3月30

日 法律第6号）及び「法人税法施行令の一部を改正する政令」（平成19年3月30日 政令第83号））

に伴い、平成19年4月1日以降に取得したものについては、改正後の法人税法に基づく方法に変更して

おります。 

なお、これに伴い、売上総利益が2,091百万円減少し、営業損失、経常損失及び税引前当期純損失

がそれぞれ2,177百万円増加しております。 

（追加情報） 

 平成 19 年 3 月 31 日以前に取得した減価償却資産に係る 5年間の均等償却について 

  法人税法の改正に伴い、当期より、平成 19 年 3 月 31 日以前に取得したものについては、償却可能

限度額まで償却が終了した翌期から 5年間で均等償却する方法によっております。 

  なお、当該変更に伴う損益に与える影響は軽微であります。 

 

（2）表示方法の変更 

  店舗解約違約金は、従来、営業外費用の「その他」に含めて表示しておりましたが、重要性が増し

たため、当期より区別して表示しております。 
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3.貸借対照表に関する注記 

 

(1)有形固定資産の減価償却累計額              82,594 百万円 

 

(2)保証債務 

                                      （単位：百万円） 

被保証者 保証金額 被保証債務の内容 

ｾｶﾞ ｴﾝﾀﾃｲﾝﾒﾝﾄ U.S.A.,ｲﾝｸ. 
3,548

建物賃借料の支払い 左記のうち外貨建によるもの 

(ﾘｰｽ債務)保証    3,548 百万円（35,413 千 US$）

ｾｶﾞ ｵﾌﾞ ｱﾒﾘｶ, ｲﾝｸ. 

 
271

建物賃借料の支払い 左記のうち外貨建によるもの 

(ﾘｰｽ債務)保証     271 百万円（2,714 千 US$）  

ｾｶﾞ ﾖｰﾛｯﾊﾟ ﾘﾐﾃｯﾄﾞ 
1,228

買掛金の支払い保証 左記のうち外貨建によるもの 

            1,228 百万円（6,134 千ﾎﾟﾝﾄﾞ）
世嘉(上海)電子機械商貿有限公司 

42
銀行借入に係る   左記のうち外貨建によるもの 

連帯保証          42 百万円（3,000 千元） 

計 5,090

 

(3)関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

   金銭債権           33,455 百万円 

金銭債務            7,296 百万円   

 

(4)土地の再評価 

 ｢土地の再評価に関する法律｣(平成 10 年 3 月 31 日公布 法律第 34 号)および｢土地の再評価に関する

法律の一部を改正する法律｣(平成 13 年 3 月 31 日公布 法律第 19 号)に基づき、事業用の土地の再評価

を行い､当該評価差額金額を｢土地再評価差額金｣として純資産の部に計上しております｡ 

 

・再評価の方法…｢土地の再評価に関する法律施行令｣(平成 10 年 3 月 31 日公布 政令第 119 号)第 2 条

第3号に定める固定資産税評価額に合理的な調整を行って算定する方法および第5号

に定める不動産鑑定士の鑑定評価によって算出しております｡ 

・再評価を行った年月日               平成 14 年 3 月 31 日 

 

 

4.損益計算書に関する注記 

 

(1)関係会社との取引高 

  営業取引による取引高            

   売上高                 28,258 百万円 

   売上原価・販売費及び一般管理費     50,231 百万円 

  営業取引以外の取引による取引高       2,608 百万円 
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(2)減損損失 

当期において、以下の資産グループについて減損損失を計上いたしました。 

  （単位：百万円） 

用途 種類 場所 減損金額 

ｱﾐｭｰｽﾞﾒﾝﾄ施設 建 物 北海道札幌市東区 332

 構 築 物  0

 機 械 装 置  41

 工 具 器 具 備 品  37

 その他無形固定資産  0

    

 建 物 千葉県千葉市中央区 1,395

 構 築 物  18

 機 械 装 置  19

 工 具 器 具 備 品  27

 その他無形固定資産  0

    

 ｱﾐｭｰｽﾞﾒﾝﾄ施設機器 東京都港区 493

 建 物  250

 構 築 物  1

 工 具 器 具 備 品  23

 ソ フ ト ウ ェ ア  0

    

 建 物 岐阜県本巣市 273

 機 械 装 置  0

 工 具 器 具 備 品  19

 その他無形固定資産  3

    

 ｱﾐｭｰｽﾞﾒﾝﾄ施設機器 青森県青森市 他 30 件 175

 建 物  741

 構 築 物  1

 機 械 装 置  13

 工 具 器 具 備 品  34

 ソ フ ト ウ ェ ア  13

 その他無形固定資産  0

    

その他 建 物 東京都大田区 他 330

 工 具 器 具 備 品  213

 土 地  73

 ソ フ ト ウ ェ ア  7

 その他無形固定資産  9

合計    4,554
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当社は、事業の用に供している資産については、事業の種類別セグメントを基礎とし、独立したキ

ャッシュ・フローを個別に見積もることが可能な資産または資産グループについては個別にグルーピ

ングしております。このうち、市場価格が著しく下落した、もしくは営業活動から生じるキャッシュ・

フローが継続してマイナスとなる見込である資産または資産グループについて、帳簿価額を回収可能

価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。 

なお、アミューズメント施設の回収可能価額は使用価値により測定しており、その他の回収可能価

額は主に不動産鑑定評価額、または固定資産税評価額に基づく正味売却価額により算定しております。 

 

 

5.株主資本等変動計算書に関する注記 

(1)発行済株式の種類及び総数 

種  類 発行済株式の数（株） 

普 通 株 式 174,945,700 

計 174,945,700 

 

 

6.税効果会計に関する注記 

(1)繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

  繰延税金資産 

   貸倒引当金               2,446 百万円 

      有価証券評価損             30,541 百万円 

減価償却費               15,945 百万円 

   減損損失                2,422 百万円 

退職給付引当金             2,398 百万円 

繰越欠損金               14,026 百万円 

   その他                 19,707 百万円

  繰延税金資産小計             87,488 百万円 

  評価性引当金              △87,488 百万円

  繰延税金資産合計                －            

   

繰延税金負債 

 その他有価証券評価差額金         △402 百万円 

 土地再評価差額金                        △960 百万円

  繰延税金負債合計            △1,363 百万円 

   

繰延税金負債の純額           △1,363 百万円 
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7.リースにより使用する固定資産に関する注記 

 

資  産  の  種  類 資  産  の  内  容  等 

建 物 内装設備他 

機 械 装 置 製造設備他 

車 両 運 般 具 乗用車他 

工 具 器 具 備 品 コンピュータ、事務用機器等の一部 

ソ フ ト ウ ェ ア 各種ソフト 

 

 

8.関連当事者との取引に関する注記 

 

(1)親会社及び法人主要株主等 

 

属性 会社名 
議決権の所有

（被所有）割合 

関連当事者

との関係 
取引の内容 

取引金額 

（百万円） 
科目 

期末残高

（百万円）

親会社 

ｾｶﾞｻﾐｰﾎｰ

ﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ

㈱ 

被所有 

直接 100％ 

経営指導 

役員の兼任

預け金利息 

（注 1） 
44 

関係会社 

預け金 
13,148

 

上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれておりま

す。 

 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

 

 (注 1) グループ内資金の調達・運用の一元化と有効活用を目的とした、ＣＭＳ（キャッシュ・マネ

ジメント・システム）取引であり、利息については市場金利を勘案して決定しております。 
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(2)子会社及び関連会社等 

 

属性 会社名 
議決権の所有

(被所有）割合

関連当事者

との関係 
取引の内容

取引金額 

(百万円） 
科目 

期末残高

（百万円）

ｹﾞｰﾑｿﾌﾄｳｪｱ

販売（注 1）
10,510 売掛金 3,385

前渡金 8,593子会社 
ｾｶﾞ ｵﾌﾞ ｱﾒﾘｶ, 

ｲﾝｸ. 

所有 

間接 100％ 

米国におけ

る 

当社ｹﾞｰﾑｿﾌ

ﾄｳｪｱの販売

及び開発 

開発費支払

（注 1） 
15,103 

未払費用 2,480

資金の貸付

（注 2） 
― 

関係会社 

短期貸付金
500

子会社 

ｾｶﾞ ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞ

ｽ ﾖｰﾛｯﾊﾟ ﾘﾐﾃｯ

ﾄﾞ 

所有 

直接 100％ 

欧州におけ

る 

持株会社 
利息の受取

（注 2） 
389 

関係会社 

長期貸付金
4,805

子会社 
ｾｶﾞ ﾖｰﾛｯﾊﾟ ﾘﾐ

ﾃｯﾄﾞ 

所有 

間接 100％ 

英国におけ

る 

当社ｹﾞｰﾑｿﾌ

ﾄｳｪｱ販売 

ｹﾞｰﾑｿﾌﾄｳｪｱ

販売（注 1）
11,503 売掛金 4,783

子会社 
ｾｶﾞ ｴﾝﾀﾃｲﾝﾒﾝﾄ

U.S.A.,ｲﾝｸ. 

所有 

間接 100％ 

米国におけ

るｱﾐｭｰｽﾞﾒﾝ

ﾄ施設の運

営 

債務保証 

（注 3） 
3,548 ― ―

子会社 

 
ｾｶﾞ.ｺﾑ, ｲﾝｸ. 

所有 

直接 100％ 

米国におけ

るｵﾝﾗｲﾝﾋﾞ

ｼﾞﾈｽ 

債権放棄 

（注 4） 
2,716 ― ―

子会社 

㈱ｾｶﾞ･ﾐｭｰｼﾞｯ

ｸ･ﾈｯﾄﾜｰｸｽ 

（注 5） 

所有 

直接 100％ 

通信ｶﾗｵｹ機

器の販売 

債権放棄 

（注 5） 
1,375 ― ―

子会社 
ﾌﾟﾗﾁﾅｹﾞｰﾑｽﾞ㈱

（注 6） 
― 

ｹﾞｰﾑｿﾌﾄｳｪｱ

開発 

開発費支払

（注 1） 
854 前渡金 3,361

 

上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれておりま

す。 

 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

 

（注 1）ｹﾞｰﾑｿﾌﾄｳｪｱの販売価格及び開発費の支払額は、一般取引先と同様の取引を勘案して決定してお

ります。 

 

（注 2）貸付金に係る利息については、市場金利を勘案し決定しております。 

 

（注 3）建物賃借料の支払い（35,413 千ＵＳ＄）につき、債務保証を行っております。 

 

（注 4）清算結了に伴う債権放棄であります。なお、前期において貸倒引当金を計上しているため、当

期の損益に与える影響はありません。 
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（注 5）株式売却に伴う債権放棄であります。なお、前期において貸倒引当金を計上しているため、当

期の債権放棄損失額は 476 百万円であります。 

    株式売却により期末時点では関連当事者ではなくなっております。 

 

（注 6）財務上及び業務上の意思決定に重要な影響力を有しているため子会社としております。 

 

9.1 株当たり情報に関する注記  

(1)1 株当たり純資産額              617 円 63 銭 

(2)1 株当たり当期純損失              218 円 85 銭 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


